福島高教組　「第149回定期中央委員会」挨拶（要旨）
　各分会の中央委員の皆様におかれましては　猛烈な台風が迫りつつある悪天候の中、県内各地より、福島高教組｢第149回定期中央委員会｣にご参集いただきありがとうございます。日ごろより福島高教組の運動にご協力をいただくとともに、支部・分会での積極的な取り組みに感謝申し上げます。
　今後の取り組みについてご提案させていただく、この定期中央委員会の開催にあたり、私たちを取り巻く現状と課題の一部について触れ、執行部一同を代表して挨拶を申し上げます。
まずは、給与についての動きです。10月２日、福島県人事委員会が、私たち職員の給与等に関して報告と勧告を行いました。平成31年４月の公民較差に基づく給与改定として、民間給与との較差0.07%を埋めるため、初任給を中心に30歳台半ばまでの職員が在職する号給について給料月額の引き上げること、また、全職員の期末・勤勉手当を0.05月分引き上げ、民間の支給状況等を踏まえ勤勉手当に配分すること、くわえて、人事管理の課題に関する報告として、勤務環境の整備など４項目について勧告しました。教員採用試験の志願倍率が低下しつつある状況において、初任者及び若い世代の職員の給料月額について引き上げの勧告がなされたことについては、一定の評価をすることができるかもしれません。しかし、定年退職から年金受給開始年齢65歳まで、５年間というタイムラグがある現状を考えれば、給料月額の引き上げが高齢層職員に適用されず、一部の職員に限定されていることは、決して、手放しで喜べるものではありません。さらに、期末・勤勉手当の金額に関しては、福島県は、国家公務員との比較において、依然として0.05月分低い状況にとどめ置かれていることを忘れてはいけません。今後も、教職調整額の引き上げとともに、粘り強く、交渉を続けていかなければなりません。
　さて、10月９日、自民党の文部科学部会で、教職員給与特別措置法（給特法）の改正案が了承され、現在行われている臨時国会に提出されることになりました。この改正案の柱は、教員の働き方改革を進めるために、勤務時間を年単位で管理する「変形労働時間制」の導入です。繁忙期の勤務時間の上限を引き上げる代わりに、夏休み期間中などに、休日をまとめ取りできるようになる制度です。この改正案が成立すれば、早ければ2021年４月から、各自治体の判断で変形労働時間制の導入が可能になります。報道によれば、文部科学省の想定は、次のようなものです。学校行事の多い、４月・６月・10月・11月の間の合計13週は、所定の勤務時間を１週間当たり３時間増やし、夏休みがある８月に５日程度の休みを取れるようにする、加えて、年次有給休暇を合わせてこれまでよりも長く休めるようにする、ということのようです。みなさん、今年の５月の学校現場を思い出してみてください。７月、８月、９月はいかがでしたか。12月、１月、２月、３月は、業務が少ないのでしょうか。休みを取りやすい、と文科省が想定している夏休み期間中には、大学入試や就職試験、資格取得に向けた夏季課外講座、保護者との面談、願書や調査書の作成、中学生に向けた体験入学、運動部の大会や文化部の発表会等に向けた部活動指導や引率、新学期の準備、教職員の研修など、自らではコントロールできない業務が集中する期間でもあります。まとめて休みを取ることなどとうてい不可能であることはいうまでもありません。
今年の１月、中央教育審議会は、答申「新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築のための学校における働き方改革に関する総合的な方策について」の中で、残業時間の上限を、１カ月当たり45時間、年間合計360時間とするガイドラインの順守を提出しました。
臨時国会に提出される、この給特法の改正案では、このガイドラインを文部科学大臣が定める「指針」に格上げすることを盛り込み、勤務時間の管理を適正に行っていない自治体名や、自治体ごとの教員の勤務時間も公表するという方針が示されています。
さて、福島県教育委員会が把握している、私たち教職員の勤務時間の実態はどのようになっているのでしょうか。９月20日、県教委は、「令和元年度　教員の勤務実態調査結果」並びに「教職員多忙化解消アクションプラン取組状況調査結果」を公表しました。調査期間は、６月下旬または７月上旬の１週間を対象にしています。公表された結果を見てみますと、教員の１日あたりの学内勤務時間については、アクションプランに基づく取り組み実施１年後経過後の目標としていた時間外勤務時間10%削減については、特別支援学校を除くほとんどの職種において、達成していると結論づけています。しかし、平成30年度、すなわち、昨年度との比較では、ほとんどの職種でわずかながら増加しています。平成30年度と比べて微増したという結果は、現状のアクションプランの限界を表しているといってもよいのではないでしょうか。県教委はウェブサイト等で「アクションプランに基づく多忙化解消取組事例集」を公表しています。しかしながら、私たちが毎年行っている職場民主化調査などを見ると、かなり多くの分会から、校務に偏りがあるという声が上がってきています。多忙化解消を見据えた校務の効率化、残業時間の短縮に向けた組織的な取り組みは、ごく一部の学校にとどまっているのが実情です。校務のスクラップと公平な分担、部活動の扱いが、これからの課題です。校務の分担に関しては、管理職や各部の主任が、各職員の実態を聞き取るなどして、多忙化解消に取り組んでいくことが必要不可欠です。また、部活動に関しては、平成30年２月９日付けの文科省からの通知では、「必ずしも教員が担う必要のない業務」に整理されています。とはいえ、部活動が生徒に与える教育上の効果も重要です。したがって、これは、試案ではありますが、現在、教員の指導のもとに行っている部活動を、学校敷地を地域に貸す形で、希望する教職員は、勤務時間終了後に、地域の指導員となって、相応の手当をもらいながら指導に従事することができるようにする、などの思い切った改革が必要でしょう。現場の私たちの声が重要です。今後も、多忙化や長時間勤務、校務の偏り、部活動指導の実態を組合本部にお伝えください。
　さて、ここ数年、学校現場に何も知らされないままに、報道が先行する形で、大きな方針があいまいな形で周知されるという事案が多くなってきました。９月定例の福島県議会において、特別支援学校高等部を本宮高校に併設、伊達市保原町の旧保原小学校跡地と南会津の田島高校に新設することなどが明らかになりました。声を上げるべきときに上げなければ、こういったことは、今後ますます増えることになるでしょう。私たちの勤務環境や待遇に関して、常日頃から高い意識を持つことが重要です。どんな小さな疑問でも構いません。すぐに本部にお問い合わせください。
　私たち福島高教組は、「不偏不党」「是々非々」を掲げ、上部団体の日高教のもと複数県の単組を仲間に持つ良識ある職員団体として、国に対して直接声を届け、県教委と交渉することができます。福島高教組からの意見をより大きなものにしていくためには、多くの仲間が必要です。｢みんなで、みんなのために｣という助け合いの精神のもと、一人ひとりが｢当事者意識｣を持ち、高校・特別支援学校の教職員全員で声をあげ、福島県の教育の改革に取り組んでいかなければなりません。
　結びに、福島高教組のますますの発展と、組合員の皆様のご健勝をお祈り申し上げ、執行部一同を代表してのご挨拶といたします。
　本日は、どうぞよろしくお願いいたします。
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